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2消防庁（2015）『平成 27年版 救急・救助の現況』p.6 
3厚生労働省「第 2 回 救急医療の今後のあり方に関する検討会 平成 20 年 1 月 30 日（水）
【資料２】いわゆる『たらい回し』と報道される事案について」 




 第 1節 世界に誇れる日本の救急 









 料金 搬入先の指定 その他 
日本 無料 〇5  
アメリカ合衆国6 
（ニューヨーク） 

























                                                   
5 2016.8.19 筆者救急搬送時による経験 
6 外務省：「世界の医療事情 アメリカ合衆国（ニューヨーク）」
http://www.mofa.go.jp/mofaj/toko/medi/n_ame/ny.html （閲覧日 2016.11.23） 
7 外務省：「世界の医療事情 フランス」 
http://www.mofa.go.jp/mofaj/toko/medi/europe/france.html （閲覧日 2016.11.23） 
8 外務省：「世界の医療事情 ドイツ」 
http://www.mofa.go.jp/mofaj/toko/medi/europe/germany.html （閲覧日 2016.11.23） 
9 外務省：「世界の医療事情 イタリア」 
http://www.mofa.go.jp/mofaj/toko/medi/europe/italia.html （閲覧日 2016.11.23） 
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 第 2節 現代社会が抱える救急搬送の課題 




















                                                   
10 前掲書 p.36 本文 






（平成 18年度から平成 27年度 救急搬送・救命の現状より筆者作成） 
 











                                                   
12 救急救命士による救急救命処置は、改正を経て拡大・専門化している。詳細は、付録３
「表 14 救急救命処置の拡大及び専門化」に記載。 
13 平成 18 年 4 月 1 日開業。少子高齢化が進む地方に存する病床数 199 床の地域医療の拠
点となる病院であり、救急指定病院であることから、インタビュー先として適正と判断。 
































































更に、平成 27年 5 月 11日、財務省の財政制度等審議会財政制度分科会（会
                                                   
15 日光市ホームページによれば、平成 28 年 12 月の日光市人口は、85,072 人であることか
ら、救命された 80 人弱は、人口比 0.1％近くにも及ぶ。





























 第 1節 消防庁による延伸要因研究 
 消防庁救急業務のあり方に関す検討会では、救急搬送時間の延伸について喫 
緊の課題として、「救急救命体制の整備・充実に関する調査」を平成 26年 10月 
23日から 11月 6日に実施し、収容所要時間延伸の要因調査を実施した18。 
                                                   
16 消防庁「救急需要対策に関する検討会報告書（平成 18 年 3 月）」pp. 40-41 において、
トリアージ、軽症者利用者等への対策、病院救急車等の対策を講じてもなお十分でない場
合は、救急サービスの有料化について検討」と記載されている。筆者要約。 
17 財務省主計局 「資料１ 地方財政について 平成 27 年 5 月 11 日（月）」p.8 
18 消防庁 「平成 26 年度 救急業務のあり方に関する検討会 第 2 回資料 平成 26 年 12
















広域組合の消防本部ではすでにそのまえ一時的にせよ（昭和 47年から 50年ま 
で）有料化したことがある」21と記している。 
















                                                   
19 前掲資料 p.12 
20 消防庁 「平成 26 年度 救急業務のあり方に関する検討会 第３回資料 平成 27 年 2
月 19 日（木）」p.23 
21 阿部泰隆（1988）「救急車有料化の法と政策」『自治研究』第 64 巻第 7 号 第一法規 p.3 
22 前掲書 p.6 




































                                                   
24 前掲書 pp. 9-10 














しかし、前章第２節第２項で記述の通り、救命率を上げるために 1 分・１秒 
単位での時間が重要であった。例えば不適正利用者とされた高齢者搬送例の５
～６％を時間換算し、救急の（一部）有料化について熟考すべきであろう28。 




平成 26年中出動件数 598万 4,921件 × 高齢者搬送割合 55.5％30 





平成 26年中全国平均病院収容所要時間 39.4分  
×高齢者搬送割合 55.5％  × 5％ 
  ＝ 1.09分  
 
という数字が出てくるのである。 
                                                   
26 矢野賢一・早川達也（2011）「救急車搬送されたが、帰宅となった患者群における救急車
の適正利用の状況と今後の検討課題について」『日本臨床救急医学会雑誌（JJSEM）




28 11 月 14 日稲継ゼミ「修士論文報告会」における有意義な指摘 
29 消防庁（2015）『平成 27 年度版 救急・救助の現況』p.16 「第 18 表 事故種別の救
急出動件数対前年比」 



























 第 3章 消防庁個別搬送データを用いた要因分析 





年 7月 28日付研マネ第 473号において、審査を必要としない判断（申請番号 2016
－HN020）を得ている。 
                                                   
31 Ohshige K, Kawakami C, Kubota Ｋ,et al（2005）Ａ contingent Valuation Study 
of the Appropriate User Price for Ambulance Service， Academic 






データ年度 申請日 データ筆者入手日 
2009年～2014年 2016年 4月 24日 2016年 6月 1日 































































                                                   
32 初診医による重症度評価欄において、付録１表９「救急搬送人員データベース項目一覧」






データ種類 内   容 
消防本部別搬送件数 消防本部ごとの搬送件数 
火災事故割合 全救急搬送件数に占める火災事故による搬送割合 
自然災害割合      〃     自然災害による搬送割合 
水難事故割合      〃     水難事故による搬送割合 
交通事故割合      〃     交通事故による搬送割合 
労働災害割合      〃     労働災害による搬送割合 
運動競技割合      〃     運動競技による搬送割合 
加害割合      〃     加害による搬送割合 
自損行為割合      〃     自損行為による搬送割合 
急病割合      〃     急病による搬送割合 
転院搬送割合      〃     転院搬送の場合の搬送割合 
その他事故割合      〃     その他の事故種別場合の搬送割合 
管外居住者割合      〃     管外居住者の占める割合 
その他居住者割合      〃     その他居住者の占める割合 
公衆割合      〃     事故発生場所を公衆出入り場所とする搬送割合 
仕事場割合      〃     事故発生場所を仕事場とする搬送割合 
道路割合      〃     事故発生場所を道路とする搬送割合 
その他発生割合      〃     事故発生場所をその他とする割合 
告示外割合      〃     搬送医療機関が告示外である割合 
管外割合      〃     搬送医療器機関が管外にある割合 
新生児割合      〃     新生児の搬送割合 
乳幼児割合      〃     乳幼児の搬送割合 
少年割合      〃     少年の搬送割合 
65歳以上75歳未満割合      〃     65歳以上75歳未満の搬送割合 
75歳以上割合      〃     75歳以上の搬送割合 
死亡割合      〃     死亡の搬送割合 
重症者割合      〃     重症者の搬送割合 
中等症者割合      〃     中等症者の搬送割合 
軽症者割合      〃     軽症者の搬送割合 











𝑦𝑖𝑡 = 𝛼𝑖 + 𝛽0 + 𝛽1 ⋅ 𝑝𝑜𝑝𝑒𝑙𝑑𝑖𝑡 + 𝛽2 ⋅ 𝑠𝑒𝑣𝑒𝑟𝑖𝑡𝑦𝑖𝑡 + Σ𝑗=1
𝑘 𝛾𝑗𝑥𝑖𝑡

























                                                   
33 プーリング回帰の場合は𝛼𝑖 = 0である。 
34 個別搬送データについて、現場時間が 3,600 秒以上となることは考えられるが、全国平
均現場到着時間が延伸し続ける現状でも 600 秒以下であることから、消防本部平均におい



















2012 2013 2014 
平均現場時間（秒） 491.9 501.8 503.7 
（標準偏差） （140.2） (134.1) (100.5) 
平均収容時間（秒） 1769.3 1810.8 1838.8 





























表 6 現場時間３時間以下データによる平均現場時間・平均収容時間 
  現場時間 3時間以下データ 
  2012 2013 2014 
平均現場時間（秒） 485.1 497.0 504.0 
 （標準偏差） （85.5） （86.4） （87.4） 
平均収容時間（秒） 1770.3 1810.5 1838.8 





















































第 3節 推定結果及び考察 
推定については、現場時間 1時間以下データ及び現場時間 3時間以下データ
ともに、プーリング回帰モデル、固定効果モデル、変動効果モデルについて推










































chi2(28) 41.42 1695.53 73.63 123.18 


































消防本部別搬送件数 -0.001 *** -0.002 *** -0.009 *** -0.004 *** -0.006 *** -0.027 ***
(0.000210) (0.000302) (0.000978) (0.000487) (0.000677) (0.00294)
【事故種別割合】
火災事故割合 6,839.000 *** 7,416.000 *** 7,159.000 *** 3,653.000 * 6,024.000 *** 8,407.000 ***
(837.3) (687.9) (757.5) (2,062) (2,080) (2,483)
自然災害割合 5,581 3,470 2,677 -2,978 -394.6 1,173
(4,718) (3,321) (3,278) (10,149) (8,929) (9,049)
水難事故割合 -2,063 -3,174.000 ** -2,896.000 * -9,856.000 *** -9,606.000 ** -6,412
(1,641) (1,526) (1,691) (3,791) (4,110) (5,006)
交通事故割合 -553.900 *** -744.900 *** -1,236.000 *** -1,244.000 *** -2,192.000 *** -4,036.000 ***
(187.0) (198.1) (257.4) (433.1) (514.5) (778.0)
労働災害割合 210.6 -913.5 -2,258.000 *** -441.1 -2,348 -6,220.000 ***
(534.7) (580.0) (695.3) (1,244) (1,534) (2,100)
運動競技割合 -3,044.000 *** -2,482.000 *** -1,907.000 ** -6,060.000 *** -8,590.000 *** -11,117.000 ***
(739.6) (747.4) (870.7) (1,713) (1,963) (2,594)
加害割合 10,282.000 *** 11,855.000 *** 11,880.000 *** 46,634.000 *** 51,963.000 *** 49,140.000 ***
(955.3) (812.1) (884.5) (2,453) (2,547) (3,072)
自損行為割合 -3,554.000 *** -2,127.000 *** -2,026.000 *** -9,234.000 *** -7,762.000 *** -6,827.000 ***
(776.8) (638.5) (686.4) (1,833) (1,810) (2,069)
急病割合 -275.100 * 547.500 *** 1,224.000 *** -94.58 821.600 ** 2,984.000 ***
(145.8) (158.6) (203.7) (341.4) (410.2) (617.5)
転院搬送割合 -334.600 ** 137.1 -213.4 -256.5 109.3 -1,807.000 **
(140.2) (163.8) (248.4) (326.2) (408.4) (744.8)
その他事故割合 2,235.000 ** 1,833.000 ** 1,565.000 * 5,117.000 ** 4,783.000 ** 3,993
(969.4) (856.0) (929.1) (2,242) (2,337) (2,774)
【居住地区分割合】
管外居住者割合 -21.50 195.800 *** 512.600 *** -54.27 159.4 807.600 **
(57.54) (73.21) (134.4) (133.3) (173.6) (400.4)
その他居住者割合 -67.62 -11.79 6.152 -202.4 -89.47 -27.30
(128.0) (89.93) (88.47) (296.1) (261.1) (263.8)
【発生場所大分類割合】
公衆割合 -59.08 -46.35 -4.757 -220.600 ** -208.600 * -76.20
(47.29) (41.08) (44.78) (109.6) (112.8) (133.9)
仕事場割合 -1,581.000 *** -2,033.000 *** -2,789.000 *** -2,681.000 *** -3,063.000 *** -4,854.000 ***
(272.9) (320.9) (408.1) (637.3) (859.8) (1,280)
道路割合 -163.7 191.200 * 362.500 *** -710.900 ** 86.05 768.700 **
(136.5) (112.1) (117.0) (320.3) (319.7) (352.5)
その他発生割合 - - - - - - - - - -
【搬送機関告示別割合】
告示外割合 -12.77 -3.836 -112.700 * -87.35 -55.81 -172.4
(23.48) (34.00) (67.42) (54.46) (78.43) (201.9)
【搬送機関管内外割合】
管外割合 -11.61 -38.860 ** -129.300 *** -26.02 -59.600 * -546.900 ***
(11.19) (15.54) (40.37) (25.91) (35.46) (119.5)
fixed
現場時間1時間以下データ 現場時間3時間以下データ



















新生児割合 -6,263.000 *** -5,103.000 *** -3,064.000 * -19,411.000 *** -18,327.000 *** -10,488.000 **
(1,365) (1,357) (1,567) (3,163) (3,583) (4,667)
乳幼児割合 -2,630.000 *** -3,110.000 *** -3,035.000 *** -4,719.000 *** -6,153.000 *** -7,934.000 ***
(316.0) (316.9) (384.3) (737.6) (845.3) (1,162)
少年割合 -3,353.000 *** -3,999.000 *** -4,234.000 *** -8,965.000 *** -10,468.000 *** -12,207.000 ***
(428.6) (366.9) (388.3) (1,001) (1,029) (1,174)
65歳以上75歳未満割合 -1,848.000 *** -1,804.000 *** -1,576.000 *** -4,412.000 *** -5,092.000 *** -5,195.000 ***
(159.5) (151.7) (174.9) (371.4) (408.7) (534.0)
75歳以上割合 -986.400 *** -1,070.000 *** -1,013.000 *** -2,330.000 *** -2,757.000 *** -3,014.000 ***
(67.37) (60.78) (67.93) (158.1) (169.0) (210.6)
【重症度区分割合】
死亡割合 845.900 *** 307.8 -194.4 1,290.000 * 1,523.000 * 2,608.000 *
(297.1) (339.2) (449.1) (687.7) (869.3) (1,355)
重症者割合 -229.7 -21.79 -292.4 -779.700 ** -297.9 -221.1
(170.2) (168.8) (239.0) (394.0) (437.3) (719.2)
中等症者割合 -176.5 64.98 -103.2 -763.200 ** -230.8 -251.0
(156.4) (139.9) (174.9) (361.8) (376.9) (522.3)
軽症者割合 -326.900 ** -99.03 -194.9 -1,045.000 *** -565.3 -243.9
(153.3) (136.5) (168.9) (355.0) (368.3) (504.1)
その他割合 -170.9 29.94 -125.4 -756.300 * -248.1 -9.084
(196.5) (177.9) (214.4) (454.8) (479.4) (640.7)
Constant 2,036.000 *** 1,291.000 *** 1,092.000 *** 4,047.000 *** 3,338.000 *** 2,671.000 ***
(212.7) (203.9) (254.8) (495.8) (540.7) (758.5)
Observations 2,130 2,073 2,073 2,130 2,073 2,073
R-squared 0.255 0.542 0.311 0.526
Number of honbu 739 739 739 739
Standard errors in parentheses









消防本部別搬送件数 0.003 *** 0.000638 -0.000345 0.003 *** 0.000625 -0.000554
(0.000609) (0.000732) (0.00113) (0.000612) (0.000735) (0.00115)
【事故種別割合】
火災事故割合 8,898.000 *** 5,188.000 *** 4,926.000 *** 9,469.000 *** 4,881.000 *** 4,639.000 ***
(2,432) (886.7) (878.7) (2,590) (979.2) (968.1)
自然災害割合 19,426 1,426 341.8 19,146 1,448 416.4
(13,704) (3,954) (3,802) (12,747) (3,676) (3,528)
水難事故割合 -13,591.000 *** 3,946.000 ** 3,997.000 ** -13,902.000 *** 4,389.000 ** 4,507.000 **
(4,768) (1,994) (1,961) (4,761) (1,987) (1,952)
交通事故割合 -2,517.000 *** -837.200 *** -757.000 ** -2,622.000 *** -908.700 *** -812.800 ***
(543.2) (291.6) (298.6) (543.9) (295.8) (303.3)
労働災害割合 9,839.000 *** -1,070 -2,152.000 *** 9,421.000 *** -808.9 -1,710.000 **
(1,553) (807.1) (806.5) (1,562) (821.7) (818.6)
運動競技割合 -8,460.000 *** -1,852.000 * -649.7 -8,658.000 *** -2,025.000 ** -741.6
(2,149) (1,019) (1,010) (2,151) (1,022) (1,011)
加害割合 2,780 9.271 660.7 4,627 -1,830 -1,953
(2,775) (1,043) (1,026) (3,081) (1,215) (1,198)
自損行為割合 -19.98 857.4 255.8 -987.2 1,041 599.7
(2,256) (813.1) (796.1) (2,303) (826.5) (806.5)
急病割合 -2,390.000 *** -498.700 ** -415.400 * -2,511.000 *** -469.000 ** -355.7
(423.7) (232.8) (236.3) (428.8) (237.5) (240.8)
転院搬送割合 -917.800 ** -166.6 -722.000 ** -981.400 ** -156.6 -712.300 **
(407.2) (265.5) (288.1) (409.7) (267.5) (290.4)
その他事故割合 11,043.000 *** 1,985.000 * 967.5 11,182.000 *** 2,002.000 * 937.6
(2,816) (1,101) (1,078) (2,816) (1,107) (1,082)
【居住地区分割合】
管外居住者割合 104.7 -85.23 -238.1 107.5 -51.73 -197.7
(167.1) (135.6) (155.9) (167.4) (136.0) (156.1)
その他居住者割合 366.4 75.15 64.26 361.6 70.77 60.28
(371.7) (106.8) (102.6) (371.9) (107.2) (102.9)
【発生場所大分類割合】
公衆割合 45.97 81.64 68.82 39.27 78.05 67.91
(137.4) (53.00) (51.95) (137.7) (53.36) (52.20)
仕事場割合 -1,809.000 ** 968.300 ** 498.0 -1,648.000 ** 860.100 * 245.9
(792.9) (464.4) (473.3) (800.4) (488.5) (499.1)
道路割合 -667.800 * -120.5 -19.29 -776.700 * -104.0 7.542
(396.4) (139.3) (135.7) (402.2) (141.3) (137.4)
その他発生割合 - - - - - - - - - -
【搬送機関告示別割合】
告示外割合 280.200 *** 135.400 ** 30.01 270.100 *** 131.500 * 16.86
(68.21) (66.93) (78.21) (68.40) (67.36) (78.71)
【搬送機関管内外割合】
管外割合 605.400 *** 487.800 *** 424.400 *** 607.100 *** 481.300 *** 417.400 ***
(32.51) (34.28) (46.82) (32.54) (34.26) (46.60)
fixed
現場時間1時間以下データ 現場時間3時間以下データ
















                                                   
35 消防庁「平成 26 年度救急業務のあり方に関する検討会 第 2 回資料 平成 26 年 12 月 9
日（火）」p.22（筆者要約） 
【年齢区分別割合】
新生児割合 2,283 -941.9 -1,927 2,200 -819.6 -1,771
(3,965) (1,840) (1,818) (3,972) (1,844) (1,820)
乳幼児割合 -1,420 994.200 ** 1,564.000 *** -1,847.000 ** 1,049.000 ** 1,670.000 ***
(917.9) (442.7) (445.7) (926.4) (452.4) (453.1)
少年割合 -6,412.000 *** -494.8 18.09 -6,375.000 *** -485.4 41.37
(1,245) (462.5) (450.4) (1,257) (470.5) (457.7)
65歳以上75歳未満割合 43.46 1,525.000 *** 1,645.000 *** -174.1 1,506.000 *** 1,684.000 ***
(463.3) (204.4) (202.8) (466.5) (209.2) (208.2)
75歳以上割合 -732.600 *** 316.500 *** 424.000 *** -818.500 *** 320.900 *** 449.400 ***
(195.7) (79.91) (78.79) (198.6) (83.28) (82.10)
【重症度区分割合】
死亡割合 7,310.000 *** 940.600 * -443.5 7,251.000 *** 808.9 -594.8
(863.0) (505.4) (520.9) (863.7) (512.9) (528.3)
重症者割合 2,471.000 *** 1,157.000 *** 537.500 * 2,375.000 *** 1,152.000 *** 568.900 **
(494.4) (259.8) (277.2) (494.8) (262.5) (280.4)
中等症者割合 2,301.000 *** 932.200 *** 479.400 ** 2,226.000 *** 903.200 *** 459.600 **
(454.3) (195.7) (202.9) (454.5) (196.7) (203.6)
軽症者割合 2,234.000 *** 763.800 *** 393.900 ** 2,170.000 *** 763.500 *** 411.400 **
(445.4) (190.4) (196.0) (445.8) (191.3) (196.5)
その他割合 1,691.000 *** 919.600 *** 479.700 * 1,624.000 *** 909.300 *** 487.0* *
(570.9) (244.0) (248.7) (571.2) (245.3) (249.8)
Constant 1,628.000 *** 737.700 ** 1,143.000 *** 1,899.000 *** 743.500 ** 1,094.000 ***
(618.0) (289.9) (295.6) (622.7) (291.7) (295.7)
Observations 2,130 2,130 2,073 2,073 2,130 2,073 2,073
R-squared 0.324 0.324 0.235 0.324 0.229
消防本部数 739 739 739 739
Standard errors in parentheses
*** p<0.01, ** p<0.05, * p<0.1
24 
 
































                                                   
36消防庁ホームページ「FDMA 総務省消防庁 携帯電話・IP 電話等から 119 番緊急通報
に係る位置情報通知システムの運用が 4 月 1 日から始まります」 
http://www.fdma.go.jp/neuter/topics/jouhou/190126unyou.html（閲覧日 2017.01.04） 
37 消防庁（2016）「11 月 9 日は『119 番の日』正しい 119 番緊急通報要領～いざという時





















第 4章 アンケート調査による（一部）有料化の実現可能性検証 















                                                   






実施期間 2016年 10 月 11日～11月 4日 
回収数  34 （2016 年 11月 7日現在） 







表 10 都道府県県庁所在地を管轄する消防本部の現状 
 平均 最小（最少） 最大（最多） 
面積（K㎡） 580.1458 39.57 1,457.18 
実職員数（人） 674.9118 240 3,445 
救急従事者数（人） 211.5152 54 1,031 
救命士数（人） 100.5882 30 424 
救急車数（台） 21.08824 9 90 
高規格救急車数（台） 20.7691 9 90 
救急隊数（隊） 18.11765 6 67 
 
 
表 11 都道府県庁所在地を管轄する消防本部の搬送状況 
 2009年平均 2014年平均 
管轄エリア人口（人） 684,385.0 694130.4 
高齢化率（％） 21.37839 24.5406 
入電件数（件） 33,766.79 36,159.82 
搬送件数（件） 24.047.03 28.591.91 
高齢者搬送件数（件） 11,241.5 26,088.42 
平均現場到着所要時間（秒） 425.3939 464.7576 
平均病院収容所要時間（秒） 1,820.0000 2,010.06300 
 




















・迷惑 119番の影響については無記載 かつ 一部有料化についてはどちらと 



















































第 2項 （一部）有料化への課題 



























































































     
                                                   
40 Ohshige（2008） ‘Ｒeducation ㏌ Ambulance Transports during ａ Public 
Awareness Campaign for Appropriate Ambulance Use‘Academic 




 第 3節 本稿の限界と課題 












































・Ohshige K, Kawakami C, Kubota Ｋ,et al（2005）‘Ａ contingent Valuation 
Study of the Appropriate User Price for Ambulance Service’
Academic Emergency Medicine 2005；12：pp. 932～40  
・Ohshige（2008） ‘Ｒeducation ㏌ Ambulance Transports during ａ 
Public Awareness Campaign for Appropriate Ambulance Use
‘Academic Emergency Medicine 2008；15：pp. 289～293   
・厚生労働省 『第 2回 救急医療の今後のあり方に関する検討会  
平成 20年 1月 30日（水）【資料２】』 
・厚生労働省 『資料３ 小児科医療に関するデータ 平成 27年 9月 2日』 
・財務省主計局 『資料１ 地方財政について 平成 27年 5月 11日（月）』 
・消防庁（2006）『平成 18年度版 救急・救助の現況』 
・消防庁（2007）『平成 19年度版 救急・救助の現況』 
・消防庁（2008）『平成 20年度版 救急・救助の現況』 
・消防庁（2009）『平成 21年度版 救急・救助の現況』 
・消防庁（2010）『平成 22年度版 救急・救助の現況』 
・消防庁（2011）『平成 23年度版 救急・救助の現況』 
・消防庁（2012）『平成 24年度版 救急・救助の現況』 
・消防庁（2013）『平成 25年度版 救急・救助の現況』 
・消防庁（2014）『平成 26年度版 救急・救助の現況』 
・消防庁（2015）『平成 27年度版 救急・救助の現況』 
・消防庁（2016）『消防の動き』16年 11月号 
・消防庁 『救急需要対策に関する検討会報告書（平成 18年 3月）』 
・消防庁 『平成 26 年度 救急業務のあり方に関する検討会第 2回資料 
平成 26年 12月 9日（火）』 
・消防庁 『平成 26 年度 救急業務のあり方に関する検討会第 3回資料 




















































































































































表 14 救急救命処置の拡大及び専門化 
救急救命士法改正日 法改正により拡大・専門化された救急救命処置の内容 




平成 16年 7月 1日 
 
 
平成 18年 4月 1日 
 
平成 26年 4月 1日 
 
・除細動処置 














                                                   
41 厚生労働省 医政指発第 0310001 号平成 17 年 3 月 10 日「救急救命士の薬剤（エピネフ
リン）投与の実施に係る取扱いについて」 
42 厚生労働省 医政指発 0131 第 1 号平成 26 年 1 月 31 日「救急救命士の心肺停止前の重
度傷病者に対する静脈路確保及び輸液、血糖測定並びに低血糖発症症例へのブドウ糖溶液
の投与の実施に係る取扱いについて」 
